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貿易自由化による地域経済効果の分析
— 応用一般均衡モデルに基づく分析 —
オ　ル　ギ　ル
１．はじめに
　近年、特定の国間の貿易に関する輸入関税など障壁を撤廃する貿易自由化の動きが活発している。
その理由の一つとしては多国間による WＴO（Wｏｒｌ　ｄ Ｔｒａｄｅ Oｒｇａｎｉzａｔｉｏｎ）の貿易自由化の交渉で
は多数の加盟国全てが満足できるような統一の基準政策を確立させるには多くの時間をかけて交渉
することが必要である。それに比べて、特定の国間における自由貿易協定などによる貿易自由化政
策は互いに利害対立のより少ない相手国を選好して迅速に締結できることが挙げられる。このよう
に、特定の国間の貿易自由化は今後もますます活発する傾向にある。そして、経済成長を促進させ
るような望ましい貿易自由化戦略を構築するには、貿易自由化の経済効果に関する分析が不可欠で
ある。
　貿易自由化などの経済政策の効果について、先行研究の多くは国単位における経済効果の分析で
あり、その多くは特定の国間の関税など貿易障壁を撤廃することで各国間、産業間で相対価格の
変化などによる各国経済効果の分析である。例えば Ｈｅｒｔｅｌ　 ｅｔ ａｌ　．（２００１）、堤・清田（２００２）、中島
（２００２）、Kａwａｓａkｉ(２００３）の研究では、国単位における貿易自由化の経済効果について経済厚生
や ＧＤＰ 等の国全体にどのような経済効果を与えるかが分析されている。その中で堤・清田（２００２）
と中島（２００２）は、貿易自由化の財別の生産に対する影響を分析している。
　また、Ａｎｄｏ(２００９）でも貿易自由化における域内全体や諸国の ＧＤＰ や経済厚生への効果を分析
している。そこで、WＴO 交渉でも取り上げているように農業分野での貿易自由化を一気に進める
のは現実的に難しいという状況を踏まえて、全産業で貿易障壁を撤廃するケースと農業分野での貿
易障壁を部分的に削減するケースやまったく削減しないケースを検証することで、農業分野での貿
要　　旨
　貿易自由化における中国の地域別経済効果について中国を８ 地域に分割した地域間 ＣＧＥ モ
デルを用いて中国が関税を撤廃するという貿易自由化のシミュレーションを行い、各地域の Ｇ
ＤＰ と経済厚生等への効果を分析した。シミュレーションのベンチマークデータには、中国８
地域８部門の地域間産業連関表を主に利用している。そして、中国国全体では貿易自由化に
より ＧＤＰ も経済厚生も上昇するという結果が得られ、国全体としては貿易自由化によって利
益をもたらすということになる。しかし、地域別の効果については、各地域間に貿易自由化に
よってかなりの地域間経済格差が生じることが確認された。
　キーワード：貿易自由化／地域間産業連関表／地域間 ＣＧＥ モデル／地域間格差
国際文化研究　第19号
34
易自由化の議論を反映させた形で貿易自由化のシミュレーションを行っている。そして、ＧＤＰ と
経済厚生のいずれにおいても、各協定の域内全体にとって、農業分野での貿易自由化を全く行わな
いケースよりは部分的にでも自由化するケースの方がその経済効果が大きい。また、農業分野にお
ける貿易障壁の部分的な削減にとどまるケースよりも農業分野も含めて貿易障壁を完全に撤廃する
ケースの方の経済効果が大きいという結果が得られている。域内各国別の経済効果でもほとんどの
国において、同様の傾向があるという結果が得られている。
　経済企画庁研究所（１９９７）では貿易自由化による経済効果について、各国や地域の輸入数量への
影響ではほとんどの産業部門で増加して、生産量と輸出量への影響はそれぞれの比較優位産業を引
き立たせることによって地域間で大きく異なることを示している。基本的には、発展途上国や市場
経済移行国では労働集約的な産業部門の生産量と輸出量が増加し、先進国では技術や資本集約的な
産業部門で増加している。また、土地が広大な国では農業部門の生産量と輸出量が増加するという
ことも示されている。
　このように、先行研究では国全体における経済効果の分析に加えて産業部門別、財別の効果など
の産業や財における経済効果も分析されている。しかし、貿易自由化の地域別経済効果に関する先
行研究は少ない。つまり、貿易自由化が一つの国の中における個々の地域にどのような影響を与え
るかという分析が少ないことである。仮にどの地域も貿易自由化によって同じような影響を受ける
のなら、その影響の地域別の効果分析を行う必要性は低いであろう。しかし、同じ国の中でも各地
域によって産業構造や生産パターンが大きく異なっているのは現実である。従って、一国の貿易自
由化における経済効果は地域によって大きく異なる可能性が高いと考える。それは、上述したよう
に各地域によって産業構造や生産パターンが大きく異なれば、貿易の自由化によりある地域のある
産業の生産活動はプラスの影響を受けるのに対し、別の地域のある産業の生産活動はマイナスの影
響を受けるということも起こりうる。その結果、貿易自由化の経済効果が地域によって大きく変わ
りうることである。
　武田・伴（２００８）では、貿易自由化による日本全体での経済効果と日本国内の地域別経済効果に
ついて分析している。日本が関税を撤廃するという貿易自由化のシミュレーションによって、日本
全体としてはプラスの ＧＤＰ（実質）効果が生じ、日本全体の ＧＤＰ が２兆１，２１５億円の増加（０．４１％
の増加率）となっている。同様に、経済厚生への効果については、等価変分が２兆１，２０７億円の増
加（０．５４％の上昇率）となり、日本全体としては ＧＤＰ 効果と同じくプラスの経済厚生効果が働い
ていることがわかる。このように、貿易自由化によって日本全体での ＧＤＰ も経済厚生も上昇する
という結果は上述した堤・清田（２００２）、中島（２００２）、Kａwａｓａkｉ（２００３）の分析と同じ結果である。
　一方、武田・伴（２００８）の日本国内の地域別における経済効果では一人当たり ＧＤＰ の増加額は、
中部地域で２万４，５００円に対して、東北地域では１万１，９００円となり、その格差が２倍以上であり、
地域別 ＧＤＰ への効果には大きな地域間格差が生じている。また、経済厚生への効果については Ｇ
ＤＰ への効果以上に地域間でかなりの格差が生じることが確認された。一人当たりの等価変分では
最も大きい中部地域で２万６，１００円に達する一方、北海道では－２，５００円となり、貿易自由化により
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経済厚生は低下している。このように、貿易自由化によって日本の各地域間で ＧＤＰ 効果、厚生効
果には大きな格差が生じている。また、関東、中部、近畿地域等の一人当たり ＧＤＰ の高い地域ほ
ど貿易自由化の利益が大きくなっている。逆に、九州・沖縄、東北、四国、北海道等の一人当たり
ＧＤＰ の低い地域ほど貿易自由化による利益が小さいという結果が得られている。従って、貿易自
由化は日本の既存の地域間経済格差を拡大させる方向に働いていることがわかる。
　このように、貿易自由化の経済効果は国や地域によって大きく異なってくることと近年一国（地
域）内の経済格差が重要な社会問題と認識されるようになっていることから、貿易自由化などの経
済政策による一国（地域）内の地域別経済効果分析の重要性は高いと考えられる。
　そして、このような地域間の経済格差には様々な要因が複雑に絡みあって引き起こされていると
考えられるため、貿易自由化政策が主要な原因であるとは限らない。また、貿易の自由化のみに
よって地域間経済格差を是正できることでもないと考える。しかし、貿易自由化が地域間経済格差
に影響を与える可能性はある。また、貿易自由化が国全体にとってプラスの ＧＤＰ 効果や経済厚生
効果が生じても、その国の各地域間の格差を拡大させるような効果を持つならば、経済格差の是正
が求められている状況では望ましい政策であるとは言えない。そして、貿易自由化などの経済政策
の実施において、一国全体に与える経済効果だけではなく国内の各地域への経済効果も明らかにす
ることは、各地域の経済発展のために必要ではないかと考える。
　このような問題意識をもって、本稿では中国における貿易自由化などの経済政策による経済効果
をより正確に把握するため、国レベルでの地域経済効果だけにとどまらず、国内の地域別経済効果
を明らかにすることを試みる。
　本稿では、応用一般均衡モデル（Ｃｏｍｐuｔａｂｌ　ｅ Ｇｅｎｅｒａｌ　 Ｅquｉｌ　ｉｂｒｉuｍ Ｍｏｄｅｌ　、以下、ＣＧＥ モデル）
によって中国の各地域を明示的に捉えた形でモデルを作成している。ここで、ＣＧＥ モデルとは、
ワルラスの一般均衡の枠組みで大規模モデルを構築し、異なる政策・経済環境の下で数値解を求め、
それを比較することで政策・経済環境の変化が経済に直接・間接的に与える影響を評価しようとす
るものである（伴（２００７））。本稿における ＣＧＥ モデルは上述したように日本国内の地域別の効果
を分析している武田・伴（２００８）の ＣＧＥ モデルを修正して作成したものである。
　そして、本稿で作成した ＣＧＥ モデルのベンチマークデータセットの基礎となっているのは、ア
ジア経済研究所、日本貿易振興機構（JＥＴRO）と中国国家情報センターが共同で作成（IＤＥ（２００３））
した中国多地域間産業連関表（Ｍuｌ　ｔｉ­Rｅｇｉｏｎａｌ　 Iｎｐuｔ­Ouｔｐuｔ Ｍｏｄｅｌ　 fｏｒ Ｃhｉｎａ 2000）のデータで
ある。この多地域間産業連関表の８地域、８部門からなる地域間産業連関表をもとに、中国が輸入
関税を撤廃するという貿易自由化のシミュレーションを行い、各地域の ＧＤＰ や経済厚生等への効
果を分析した。
２．モデルの概要
　本稿における ＣＧＥ モデルは武田・伴（２００８）のモデルをベースとしつつ、それに修正を加える
ことで対処した。経済主体は、企業、家計、政府と海外からなる。家計は各地域にそれぞれ一つの
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代表的な家計が存在して、政府は中央政府のみであると仮定している。生産要素は労働と資本であ
り、賦存量はともに外生的に一定と仮定する。家計は資本と労働を生産企業に提供し所得を得る。
また、各部門は一つの財を生産すると仮定して、企業は規模に関して収穫一定の生産技術の下で生
産活動を行う。完全競争市場からなる小国モデルで交易条件は一定であると仮定している。さらな
る詳細な説明は各節で行う。
２．１．企業の生産構造
　企業は資本と労働からなる生産要素と中間投入財を用いて、規模に関して収穫一定の技術の下で
投入し生産活動を行う。企業は利潤の最大化を目的として投入量（中間投入財と生産要素の投入量）
と生産量を決定する。モデルにおける市場は完全競争市場であると仮定しているため、全ての企業
はプライステイカーである。企業の生産関数は一次同次 ＣＥＳ（ｃｏｎｓｔａｎｔ ｅｌ　ａｓｔｉｃｉｔｙ ｏf ｓuｂｓｔｉｔuｔｉｏｎ、
ＣＥＳ と略す）型関数（図１）であると仮定して、自地域から供給される資本と労働が ＣＥＳ 型関数
で統合された上でさらにその他の中間財とレオンチェフ型で投入されると仮定する。また、各部門
においても同じタイプの生産関数型であると仮定している。図１における Ｅ＿Ｔ と Ｅ＿ＶＡ は代替の
弾力性（表１）を示す。
　さらに、資本と労働は帰属する自地域だけから提供を受けるということで地域間に移動しない
（１）ものとしているため、対価として支払う労働所得と資本所得は自地域の家計だけに支払われる
ことになる。また、労働所得税と資本所得税（ここでは、直接税）は、資本と労働の帰属する地域
の家計が政府へ納付するとしている。輸出産業については、国内財と輸出財の二つを合成財（結合
生産物）として生産するとしている。生産された財は限界変形率一定の関数に従い、収入を最大化
するように国内供給と輸出供給に振り分けられる。国内財と輸入財については不完全代替である
という Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ 仮定（２）を置いている。また、中間投入は、各地域における国内財と輸入財の
Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ 合成財として投入されるが、Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ 合成財は、各地域において国内財と輸入財の
需要に振り分けられる。生産税（間接税）は、企業が政府に納付するとしている。
図１：企業の生産関数
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２．２．家計の消費構造
　各地域において一つの代表的な家計が存在するという仮定の下で、代表的な家計の効用関数（図
２）として Ｃｏｂｂ­Ｄｏuｇｌ　ａｓ 型関数であると仮定する。さらに、家計の消費は各財を Ｃｏｂｂ­Ｄｏuｇｌ　ａｓ
型関数で統合したものであると仮定する。従って、代表的な家計における貯蓄率は一定となる。図
２におけるＥ＝１とは代替の弾力性を示す。そして、上述したように各地域の家計は資本と労働を
所有してそれを企業に供給することで要素所得を得るが、家計の所有する資本、労働の生産要素の
賦存量は一定と仮定する。また、資本と労働による要素所得以外に政府からのトランスファーも家
計の収入源となる。
図２：代表的家計の効用関数
２．３．貿易
　本稿の ＣＧＥ モデルでは小国モデルを仮定しているため、交易条件は外生的かつ一定となる。外
国の扱いについては中国の貿易相手国や地域も対等に扱うべきであるが、中国国内を複数の地域に
分けつつ、貿易相手国も複数の国で扱うことはモデルという観点からもデータという観点からも非
常に難しい。そこで、貿易相手国の外国を簡略化（一つの外国）して扱うことにする（武田・伴
（２００８））。ただし、外国の産業や生産について本稿では扱っていない。また、Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ 統合に
ついては、上述したように中国国内の各地域からの財を ＣＥＳ 関数で統合して国内財の合成財にす
る。そして、国内財の合成財と輸入財を統合して Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ（アーミントン）合成財をつくると
いう二段階の ＣＥＳ 型関数（図３）で行われるものとする。
図３：Aｒｍｉｎｇｔoｎ 統合
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２．４．政府
　本稿では、地方政府は存在しないと想定して中央政府のみが存在すると仮定する。さらに、その
中央政府は純粋に税やトランスファーの仲介の役割のみを果たすだけとする。また、本稿のモデル
では、貿易自由化の対象となる輸入関税を含め、いくつかの税（直接税、間接税など）が存在して
いる。これらの税からの収入は一度全て中央政府に集められる。そして、集められた税収は一定の
ルールに従って各地域にトランスファー（再分配）される。それは、家計の支出額から生産要素所
得を差し引いた額をトランスファーとして受け取っていると仮定している。トランスファーは消費
支出、貯蓄、政府支出などの合計額から生産要素所得額を引いて導出している。さらに、貿易自由
化の際には、そのシェアが一定に保たれるようにトランスファーの額が調整されると仮定している。
例えば、貿易自由化に伴い税収が減少し、トランスファーの総額が税収の減少額で減少して、各地
域へのトランスファーはそれぞれ同じ率（トランスファーの減少率）で削減されるということであ
る（武田・伴（２００８））。
２．５．代替の弾力性
　貿易自由化の結果に影響を与える可能性が高いとされる国内財と輸入財の間、国内供給と輸出供
給の間、国内財間などの代替の弾力性については、表１のように値を仮定している。代替の弾力性
については、Ｅ＿ＤＭ ＜ Ｅ＿ＤＤ を満たす値を仮定する。これは輸入財と国内財よりも、国内財同士
の方が代替をしやすいという意味である（武田・伴（２００８））。
表１：代替の弾力性の仮定値
変数名 弾力性 値 変数名 弾力性 値
Ｅ＿Ｔ 国内供給と輸出供給間 ４ Ｅ＿ＶＡ 生産関数内の生産要素間 １
Ｅ＿Ｌ 異なった地域の労働間 ０ Ｅ＿Ｋ 異なった地域の資本間 ０
Ｅ＿ＤＭ 国内財と輸入財間 ４ Ｅ＿ＤＤ 国内財間 ８
３．データの説明
　本稿における ＣＧＥ モデルのベンチマークデータセットの基礎となっている中国の多地域間産業
連関表は８地域、８部門（表２）からなる地域間産業連関表である。中国の地域間産業連関表はど
のような基準で地域を区分するのかは極めて重要である。それは、各地域の経済状況について分析
する際に、地域区分の方法によって地域間の依存度合いが変わるからである。そして、地域区分に
関しては本稿における中国多地域間産業連関表では、三つの地域概念（結節地域・同質地域・計画
地域）と資料データの入手可能を結びつけて区分されている。すなわち、資料的制約による区分（東
西に広く分布する内モンゴルは結節地域の観点からすれば分割が望ましいが、資料的制約から分割
は行えない）、同質性基準による区分（直轄市として周辺地域とは異なる経済構造をもつ北京と天
津を北部直轄市として分割するなど）と計画地域としての区分（西部大開発の区分から内モンゴル
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と広西をそれぞれ西北と西南地域に区分するなど）といったいくつかの点を総合して中国全土を８
地域に区分している（日置（２００４））。８地域の位置関係と各省と市、自治区などの分割は以下の図
４に示されている。また、社会会計表の作成において不足するデータについては中国の統計年鑑と
中国対外経済統計年鑑をもとに計算して作成している。詳細な説明は次の節で行う。
表２：地域間産業連関表における産業と地域区分
変数名 産業区分 変数名 地域区分
ａｇｒ 農業 ｄｂ 東北地域（東北）
ｍｉｎ 鉱業 ｂｓ 北部直轄市（北市）
ｌｉｎ 軽工業 ｂｙ 北部沿海地域（北沿）
ｈｉｎ 重工業 ｚｙ 中部沿海　地域（中沿）
ｃｎｓ 建築 ｎｙ 南部沿海　地域（南沿）
ｅｇｗ 電力・ガス・水道 ｚｂ 中部地域（中部）
ｔｒｄ 卸売・小売・運輸 ｘｂ 西北地域（西北）
ｓｅｒ サービス ｘｎ 西南地域（西南）
出所）中国多地域間産業連関表より筆者作成
図４：各地域の位置関係と市、省、自治区分割
３．１．社会会計表の作成
　社会会計表を構成する経済主体には、企業、家計、政府と外国である。家計と企業は各地域に
各々一つ存在していると仮定して、各部門も各々一つの財を生産していると仮定する。政府は中央
政府のみで外国も一つのみであると仮定している。ベンチマークデータとなる中国多地域間産業連
関表における各部門の雇用者所得を労働に対する支払い（労働所得）、営業余剰と資本減耗引当を
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資本に対する支払い（資本所得）と仮定することで導出した。輸入関税率は中国対外経済統計年鑑
から得られている。地域間産業連関表の輸入額に関税率をかけて輸入関税額が求められ、元の輸入
額から輸入関税額を引いて新しい輸入額にした。間接税は地域間産業連関表の生産税からなる。上
述したように労働、資本の生産要素の賦存量ともに外生的に一定と仮定して、労働と資本の生産要
素所得の税率（直接税税率）は全国で同じ税率であると仮定している。資本所得税の税率は中国統
計年鑑における営業税と国内増値税の合計税額（資本の所得税）を資本所得で割って得られた。同
じく、中国統計年鑑における企業の所得税と農業税の合計税額（労働の所得税）を労働所得で割っ
て得られた税率を労働所得税の税率とした。
　そして、各地域における ＧＤＰ（ＧＤＰ ＝消費＋投資＋政府支出＋輸出－輸入＋移出－移入）及び
一人当たりＧＤＰ などの基本経済状況については図５に掲載されている。図５における記号について、
ＧＤＰ／ｐｃ は各地域の一人当たり ＧＤＰ、ＧＤＰ（％）と ｔｒａｎｓ（％）は地域の ＧＤＰ（またはトランス
ファー）の全国 ＧＤＰ（またはトランスファー）に占める割合であり、ｔ ／ ｉ（％）は各地域におけ
るトランスファーの地域の所得に占める割合である。ｅx（％）は地域の輸出額の全国の輸出額に
占める割合（３）、ｉｍ（％）は地域の輸入額の全国の輸入額に占める割合、ｂｏｐ（％）は地域の純輸
出（貿易収支）の全国の純輸出に占める割合を示している。
図５：各地域の基本経済状況
　一人当たり ＧＤＰ の最も高いのは北市となり、１２．２４千元／人であるのに対して西南地域では最
も低い３．５７千元／人となり、約３．４倍（８．６７千元）の格差がある。また、東北地域、中部地域と西
北地域の一人当たり ＧＤＰ も沿海地域に比べてより低いことがわかる。このように、地域間の経済
格差がかなり大きいということが確認できる。特に、中国では近年急速な経済発展に伴いこのよう
な沿海部と内陸部あるいは都市と農村地域における所得格差が大きな社会問題と認識されるように
なっている。そこで、実際に政府もその是正のための様々な対策を打ち出している。上述したよう
に地域間格差は様々な要因が複雑に絡みあって引き起こされているものである。しかし、貿易自由
化によって既存の地域間格差が縮小するなら貿易自由化を進めるべきであり、あるいはさらに拡大
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するなら貿易自由化と共に他の政策も実施して格差縮小を図るべきであると考える。
　そして、各地域へのトランスファーについて、各地域へのトランスファーの額は前述したように
消費支出、貯蓄、政府支出などの合計額から生産要素所得額を引いて導出している。一人当たり Ｇ
ＤＰ（ＧＤＰ／ｐｃ）の高い地域ほどトランスファーの所得に占める割合（ｔ／ｉ（％））が高いというこ
とが確認できる。また、中部地域を除いて、近年経済発展が盛んになっている各沿海地域の ＧＤＰ
の全国 ＧＤＰ に占める割合が各内陸地域に比べてより高いことがわかる。そして、各沿海地域の輸
出入と純輸出が全国の輸出入と純輸出に占める割合が高いことが確認できる。南沿地域の輸出が全
国輸出の４３．１２％、輸入が全国輸入の４１．１９％、純輸出が全国純輸出の４７．１２％をそれぞれ占めてい
る（図５）。そのため、南沿地域が輸入関税撤廃による影響を受けやすいと考える。
　また、各地域における産業部門別の付加価値について、図６では各地域における各部門の付加価
値の割合を示している。図６における数値から各地域においてどの産業部門の財の生産が多いのか
を読み取ることができる。
図６：各地域における各部門の付加価値のシェア（％）
　まず、電力・ガス・水道部門、建築部門と卸売・小売・運輸部門において各地域が同じような割
合であり、地域による大きな違いは観察されない。西南、西北、中部など一人当たり ＧＤＰ の低い
地域では農業部門が高い割合を占めていて、軽工業と重工業部門の合計割合が他地域のそれより低
い。そのため、輸入関税がより高い農業部門の割合が高い地域は貿易自由化によってマイナスの影
響を受ける可能性が高くなると考える。
　このように、社会会計表を作成し、これをもとに中国が輸入関税を撤廃するという貿易自由化政
策のシミュレーションを行う。つまり、モデルのベンチマーク均衡における輸入関税を全てゼロに
するという貿易自由化のシミュレーションを行うのである。ここで、シミュレーションは数値計算
用ソフトウェア ＧＡＭＳ（Ｇｅｎｅｒａｌ　 Ａｌ　ｇｅｂｒａｉｃ Ｍｏｄｅｌ　ｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ、ＧＡＭＳ）上で Ｓｏｌ　ｖｅｒ ＰＡＴＨ を利
用して行っている。
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４．シミュレーション結果
４．１．中国全体への経済効果
　貿易自由化のシミュレーションによれば、図７に示されるように、輸入関税撤廃による各地域の
ＧＤＰ と経済厚生への影響が確認できる。ここで、比較する変数としては各地域の ＧＤＰ の変化額（ｄ
＿ＧＤＰ）と一人当たり ＧＤＰ の変化額（ｄ＿ＧＤＰｐｃ）、等価変分（４）（ＥＶ）と各地域の一人当たりの ＥＶ（ｐ
ｃＥＶ）である。各変数の変化額あるいは一人当たりの変化額と変化率の合計が全国としてのその数
値を示すものである。
図７：シミュレーション結果１
　まず、中国の国全体における効果については、各地域の各変数の変化額と一人当たりの変化額の
合計額から読み取れる。国全体の ＧＤＰ について、約２４．６４％の増加で１兆５，８１８億元の増加となっ
ていることが確認できる。つまり、貿易自由化により中国の国全体としてはプラスの ＧＤＰ 効果が
生じるという結果である。また、経済厚生への効果については、経済厚生の上昇率が３１．５８％となり、
ＥＶ が１，９１４億元であることが確認できる。経済厚生においても中国の国全体としてはプラスの経
済厚生の効果が働いていることがわかる。従って、貿易自由化は中国の国全体にプラスの ＧＤＰ 効
果と経済厚生の効果があるということである。
４．２．地域別の経済効果
　貿易自由化による各地域への地域別経済効果について、各地域の一人当たり ＧＤＰ の変化額（ｄ
＿ＧＤＰｐｃ）と一人当たりの ＥＶ（ｐｃＥＶ）における地域間格差を分析する（図８）。まず、貿易自
由化の各地域の ＧＤＰ への効果について、一人当たり ＧＤＰ の増加額が最も多いのは南沿地域で
１万９，２２４元である。それに対して、増加額が最も少ないのは北沿地域となりマイナス１，６１７元であ
る。従って、貿易自由化による一人当たりＧＤＰ の増加額が南沿地域と北沿地域間で約３４倍（２万８４１
元）の格差が生じていることがわかる。また、一人当たり ＧＤＰ の増加している地域が南沿と北市
地域となっている。それは、図５で示されているように、一人当たり ＧＤＰ のより高い地域が貿易
の自由化によってより高い利益（ｄ＿ＧＤＰｐｃ が大きい）を得ていることになる。つまり、貿易の自
由化は中国各地域間の既存の格差をさらに拡大させるということが言える。
　次に、貿易自由化の各地域の経済厚生への効果について、一人当たり ＥＶ から見ると南部沿海地
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域（１万３，６５２元）と中部地域（５３元）は上昇して、それ以外の地域では減少となっている。減少
している地域の中では、北市以外の一人当たり ＧＤＰ のより高い各沿海地域（北沿－１，３４７元、中
沿－１，２１７元）では小幅な低下となって、一人当たり ＧＤＰ のより低い内陸地域（東北：－２，９２７元、
西北：－１，６９７元、西南：－１，７１６元）では経済厚生がより大幅に低下していることがわかる。この
ように、一人当たり ＥＶ の値に非常に大きな格差が存在していることが読み取れる。つまり、一人
当たり ＧＤＰ への効果と同じく、一人当たり ＧＤＰ のより高い地域が貿易自由化によって経済厚生
がより大きく上昇していることがわかる。従って、貿易の自由化は中国各地域の既存の経済格差を
さらに拡大させるということが言える。
　このように、貿易自由化による各地域への ＧＤＰ 効果と経済厚生効果には地域間で格差が生じて
いることが確認できる。また、ＧＤＰ 効果と経済厚生効果以外の変数に対する効果について、各地
域の消費、貯蓄、要素価格への効果も図９に示されている。図９の各変数については、各地域の効
用の変化率（U（％））（５）、消費の変化率（Ｃ（％））、貯蓄の変化率（Ｓ（％））、ＧＤＰ の変化率（ＧＤＰ
（％））、労働価格（賃金）の変化率（ｐｌ　（％））、資本価格（レンタル料）の変化率（ｐk（％））など
がある。まず、各地域の効用（または厚生）の変化率は各地域の ＥＶ の動向と同様であり、消費の
変化率と貯蓄の変化率は、東北、北沿と西北地域では減少となりその他の地域では増加しているこ
とがわかる。消費と貯蓄の減少（増加）が地域の ＧＤＰ に影響を与えて、一人当たり ＧＤＰ を減少
（増加）させていると考えられる。特に、南沿地域ではその変化率が他の地域に比べて非常に高い
ことによって地域間の格差をかなり広げている。また、労働と資本からなる生産要素の価格の変化
率において二つとも東北、北沿と西北地域では減少してそれら以外の地域では増加している。そし
て、各地域において生産要素価格の変化率が消費と貯蓄、ＧＤＰ の変化率と同じ動向であることから、
貿易自由化によって生産要素価格の変化に地域によってかなり大きな差が生じている（図９）こと
が地域の消費と貯蓄に影響して消費と貯蓄の地域間格差を生み出し、一人当たり ＧＤＰ の地域間格
差に繋がっていると考えられる。
図８：シミュレーション結果２
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図９：シミュレーション結果３
４．３．感応度分析
　本稿における ＣＧＥ モデルの中で特に結論に大きく影響していると考えられる各代替の弾力性の
値を大きく（又は小さく）設定したり、一定と仮定していた交易条件を変化させたり、トランス
ファーを税収から政府支出と貿易の黒字の部分を引いて得られるように変更させるなどの感応度分
析（６）を行い、前節で得られた結論が維持されるかどうかを確認した。その結果、各地域各変数の
値は変化するが、その変化の方向と地域間の順位（格差）は変わらなかった。従って、前節でのシ
ミュレーション結果はそれなりに頑健であると言える。
５．おわりに
　本稿では、貿易自由化における中国の地域別経済効果について、中国を８地域に分割した地域間
ＣＧＥ モデルを用いて分析を行った。産業部門（財）は８部門として静学的小国モデルを仮定した。
シミュレーションのベンチマークデータには、中国８地域８部門の地域間産業連関表を主に利用し、
産業連関表に含まれていないデータについては中国統計年鑑と中国対外経済統計年鑑のデータを参
考にした。以上のモデル、データを前提として、中国が輸入関税を撤廃するという貿易自由化のシ
ミュレーションを行い、各地域の ＧＤＰ と経済厚生等への効果を分析した。その結果、中国国全体
では貿易自由化により ＧＤＰ も経済厚生も上昇するという結果が得られ、国全体としては貿易自由
化によって利益をもたらすということになる。しかし、地域別の経済効果については、各地域間に
貿易自由化によってかなりの地域間経済格差が生じることが確認された。
　このように、貿易自由化は中国の国全体にとっては利益になる経済政策であるが、地域別の効果
では既存の地域間経済格差をさらに拡大させる可能性が高いことがわかった。そして、仮に地域間
格差の問題を重視するのなら貿易を自由化しないほうが有利かというと必ずしもそうは言えない。
それは、本稿におけるシミュレーション分析は貿易の自由化が地域間の格差を拡大させる可能性が
高いということが確認されたが、貿易の自由化とともに地域発展のための経済政策などを適切に行
うことでその経済格差を是正できるだろうと考える。つまり、全ての地域が貿易の自由化から同じ
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注
１　中国多地域間産業連関表において営業余剰と資本減耗引当（資本所得））、雇用者所得（労働所得）は帰属
する自地域だけからのデータであるため。　
２　Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ 仮定とは同じ財であっても異なった地域で生産されたものであれば不完全代替であるという
仮定である（Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ（１９６９））。
３　ここで、輸出、輸入と純輸出は各地域（または全国）と外国間の輸出入と純輸出のことである。
４　等価変分（Ｅquｉｖａｌ　ｅｎｔ Ｖａｒｉａｔｉｏｎ）とは、政策変更前の価格体系の下で、政策変更を行った場合に得られ
る効用と同程度の効用を得るのに必要な所得と、政策変更を行わなかった場合の効用最大化に必要な所得
水準を比較し、その差によって政策の厚生効果を金銭的に測るものである。等価変分＝効用の増加率×元
の所得である。
５　効用の変化率（Ｕ（％））＝１００×（ＥＶ ／ベンチマークの支出額）。
６　感応度分析（ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ ａｎａｌ　ｙｓｉｓ）の目的としては主に２つある。一つは、モデルの分析結果に関する頑
健性（ｒｏｂuｓｔｎｅｓｓ）、すなわち、係数の変化に対し分析結果がどのくらい頑健であるかを調べるものである。
もう一つは、モデルから導出された予測や政策の妥当性の「幅」をどのくらい見込むべきかの情報を得る
ことである（細江他（２００４）ｐｐ.１５５）。
ように利益を受ける状態を実現できる地域経済政策を実施するということも示しているからである。
　貿易の自由化は最終的に資源配分の効率化を通じて国全体の生産の拡大をもたらすとともに、輸
入関税など貿易障壁の削減によって輸入品の価格が低下して輸入量の増加となる。また、輸入品の
価格低下によって輸出向け生産（加工貿易）の部品輸入の価格も低下するという輸出のコスト削減
などを通じて輸入と輸出の両面からの貿易拡大につながる。これによって、一時的には労働と資本
の再配分のための調整コストがかかるものの、最終的には実質所得が増加する。こうした調整コス
トが大きくなる地域の場合もあるため、政府は、例えば職業訓練や教育の提供などを通じて、労働
のコストを減少させるために重要な役割を果たすことができる。すなわち、少なくとも所得再分配
などに関する経済政策を実施することで貿易自由化の利益における地域格差を軽減することができ
るということである。それに、地域間経済格差の社会問題を重視する立場であったとしても、単に
貿易自由化を行わないという選択肢を選ぶよりも、貿易の自由化を導入した上で適切な再分配など
の地域経済政策を実施することで全ての地域でより高い経済厚生を得る可能性があるということで
望ましいと言える。近年中国政府も地域間の格差是正のために西部大開発などの政策を打ち出して
いる。日置（２００４）は西部大開発について、西部大開発による西部地域の拠点形成および他地域と
の経済的連鎖の強化は格差拡大の傾向を緩和するという目的からすれば妥当かつ時宜を得た政策だ
と評価出来ると述べている。そして、中国経済が内外需用のバランスのとれた成長経路へ発展して
いくにも、各地域間の経済格差を縮小させる地域経済政策が重要である。
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